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令和２年度

生涯学習・文化財行政の事業計画

岩手県教育委員会事務局生涯学習文化財課

 

                

 生涯学習・文化財行政の体系                

  １ 生涯学習の推進                                 

 ２ 家庭教育の支援                     

 ３ 青少年の学習活動の支援                   

 ４ 成人・高齢者の学習活動の支援                  

 ５ 社会教育の充実                         

 ６ 文化財の保護                          

  ７ 社会教育施設等の環境整備               
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令和２年度 生涯学習・文化財行政の体系 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

岩手県教育振興計画 

いわて県民計画 2019～2028 
Ⅰ健康余暇 Ⅱ家族・子育て Ⅲ教育  Ⅶ歴史・文化 

～東日本大震災津波の経験に基づき、引き続き復興に取り組みながら、 

     お互いに幸福を守り育てる希望郷いわて～ 

2019 年度～2023年度 
までの５年間 

計画 
期間 

 

岩手の教育をめぐる状況 

１ 岩手の教育の歩み 

・ 平成 18年の教育基本法の改正以降、社会全体での教育

改革が進行 

・ 教育振興運動や「いわて教育の日」などの取組の推進 

・ 学習定着度状況調査による「わかる授業」の実践 

・ 県立美術館、県立図書館の整備等 

・「希望郷いわて国体・希望郷いわて大会」の開催 

・ 平泉の文化遺産や橋野鉄鉱山の世界遺産登録 

２ 社会状況の変化 

・ 人口減少・少子化・高齢化の進行 

・ 急速な技術革新やグローバル化の進展 

・ 子どもを取り巻く社会経済的な課題の

表面化 

・ 地域間格差の拡大 

・ 東日本大震災津波からの復旧・復興 

 
 ３ 岩手県の教育の現状と課題 

学校教育 

 ○ 子どもたちをめぐる課題 

 ・ 授業力の向上や家庭学習の定着 

 ・ 情報社会に主体的に対応する力の育成 

 ・ 運動習慣の定着 

 ・ 特別支援教育における発達段階に応じた支援や指導 

 ・ いじめへの適切な対応 

・ 問題行動等の未然防止、早期発見・適切な対応   

 ○ 教職員のスキルの継承と負担の増加 

 ・ 働き方改革による「チームとしての学校」の推進 

 ○ 高校卒業後の進学や就職を取り巻く環境 

 ・ 大学入試制度改革への対応 

 ・ 地元定着の促進に向けたキャリア教育の充実 

○ 学校の統廃合や施設の老朽化 

・ 教育の質の保証と学ぶ機会の保障 

社会教育・家庭教育 

 ○ 家庭の状況変化 

 ・ 社会全体での教育力の向上 

 ○ 地域コミュニティの変化 

 ・ 教育振興運動や生涯学習による 

地域コミュニティの維持向上 

 ○ 人生 100年時代の到来 

 ・ 生涯にわたって学び続けられる環境づくり 

 ○ 文化芸術・スポーツへの関心の高まり 

 ・ 文化芸術やスポーツの推進と 

地域への愛着の醸成 
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○学校・家庭・地域

が連携するしくみづ

くり 

 

○多様な体験活動の

充実 

 

○地域学校協働活動

の推進 等 

 

 

 

 

○子育てや家庭教育

に関する学習活動支

援 

 

○電話やメール等に

よる相談体制の充実 

 

○子育て支援グルー

プのネットワークづ

くり 等 

 

 

 

○多様な学習機会の

充実 

 

○学びと活動の循環

による地域の活性化 

 

○社会教育の中核を

担う人材の養成・確

保と研修の充実 等 

 

 

 

○学校における特別

活動や文化部活動に

よる郷土芸能の継承 

 

○文化財の適切な保

存と継承 等 

社会教育・家庭教育 

学
校
と
家
庭
・地
域
と
の
協
働
の
推
進 

＜具体的な施策の内容＞ 

＜具体的な推進方策＞ 

子
育
て
支
援
や
家
庭
教
育
支
援
の
充
実 

生
涯
に
わ
た
り
学
び
続
け
る
環
境
づ
く
り 

次
世
代
に
つ
な
げ
る
郷
土
芸
能
や 

文
化
財
の
継
承 

学びと絆で 夢と未来を拓き 社会を創造する人づくり 

  

 

目
指
す
姿 

社 会 教 育・家 庭 教 育 

県民が、主体的・相互的に連携し、助け合うことにより、家庭の教育力の向上に努

めるとともに、地域課題の解決に向けた取組や、文化芸術・スポーツ活動などへの参

加により、生涯を通じて楽しく学び、生き生きと生活しています。 

取組の 

視 点 

岩手だからこそできる教

育、やるべき教育の推進 

視
点
１ 

郷土に誇りと愛着を持つ心を育み、

岩手で、世界で活躍する人材を育成 

やるべき教育 

学びの場の復興

の更なる推進 

視
点
２ 

視
点
３ 



Ⅰ　健康・余暇　

　５　生涯を通じて学び続けられる場をつくります

2019 2020 2021 2022

生涯学習の推進を支える指導者・ボランティアの人材登
録者数（累計）

人 792 835 860 885 910 835

生涯学習情報提供システム（ＨＰ）利用件数 件 63,542 72,000 79,000 86,000 93,000 88,165

小5；45 46 47 48 50 46

中2；42 44 46 48 51 39

高2；38 41 44 48 52 41

放課後子供教室に指導者を配置して「体験活動」を
実施している教室の割合【再掲】

％ 13.0 40.0 60.0 80.0 100.0 63.9

県立社会教育施設で開催した「岩手」をテーマとし
た講座の受講者数

人 850 950 1,050 1,150 1,250 1,020

教育振興運動として計画的に取り組まれている地域
活動件数

件
4,224

（2018)
4,454 4,684 4,914 5,144 4,408

社会教育指導員・地域づくり関係者の資質向上を図
る研修会の受講者数

人 79 93 103 113 123 143

県立博物館・県立美術館の企画展における観覧者の
満足度の割合

％ 91 91 91 91 91 91

県立青少年の家における利用者の満足度の割合 ％ 97 97 97 97 97 97

Ⅱ　家族・子育て　

　６　安心して子どもを生み育てられる環境をつくります

2019 2020 2021 2022

放課後子供教室に指導者を配置して「体験活動」を
実施している教室の割合【再掲】

％ 13.0 40.0 60.0 80.0 100.0 63.9

すこやかメールマガジンの登録人数 人 1,041 2,000 3,000 4,000 5,000 1,863

子育てサポーター等を対象とした家庭教育支援に関す
る研修会の参加者数

人 502 525 550 575 600 623

年度目標値

指　　標　　名 単位
現状値
（2017）

年度目標値 2019
実績値

「読書がとても楽しい」と感じる児童生徒の割合 ％

いわて県民計画(2019～2028)「第１期アクションプラン」の進捗状況

～生涯学習文化財課主要事業の指標～

指　　標　　名 単位
現状値
（2017）

2019
実績値
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　７　地域コミュニティにおいて、学校と家庭、住民が協働して子どもを教え、育てます

2019 2020 2021 2022

コミュニティ・スクール設置市町村数（累計） 市町村 4 9 11 25 33 6

小5；79.0 81.0 82.0 83.0 84.0 100

中2；60.0 62.8 64.2 65.6 67.0 90.4

教育振興運動として計画的に取り組まれている地域
活動件数【再掲】

件
4,224

（2018)
4,454 4,684 4,914 5,144 4,408

放課後子供教室に指導者を配置して「体験活動」を
実施している教室の割合

％ 13.0 40.0 60.0 80.0 100.0 63.9

県立青少年の家における利用者の満足度の割合 ％ 98 98 98 98 98 100

Ⅲ　教育　

　12　【徳育】児童生徒の豊かな人間性と社会性を育みます

2019 2020 2021 2022

小5；45 46 47 48 50 46

中2；42 44 46 48 51 39

高2；38 41 44 48 52 41

コミュニティ・スクール設置市町村数（累計）
                                【再掲】

市町村 4 9 11 25 33 6

Ⅶ　歴史・文化　

2019 2020 2021 2022

文化財保存活用地域計画を策定した市町村数　※ 市町村 － 3 8 15 22 1

「読書がとても楽しい」と感じる児童生徒の割合【再掲】 ％

現状値
（2017）

年度目標値

※目標値は2019年からの累計

  41　豊かな歴史や民俗芸能などの伝統文化が受け継がれる環境をつくり、交流を
　　ひろげます

指　　標　　名 単位
現状値
（2017）

年度目標値 2019
実績値

指　　標　　名 単位
2019
実績値

指　　標　　名 単位
現状値
（2017）

年度目標値 2019
実績値

地域協働の仕組みにより保護者や地域住民が学校の教
育活動にボランティアとして参加している学校の割合

％
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１　組織の基本目標

２　本年度の主要項目　

(1)　東日本大震災津波からの復興

（埋蔵文化財）
震災復興事業に係
る埋蔵文化財調査
の推進と市町村支
援

【県教委経営計画】

○復興事業と埋蔵文化財調査が
バランスよく進められ、国・県復興
事業に係る埋蔵文化財調査の推
進とともに、県から市町村への埋
蔵文化財調査への支援が適切に
図られている。

①　国事業である復興道路関連の
試掘調査未実施箇所について、調
査実施に向けて事業者と連絡調整
を図る。

②　県復興事業に伴う分布調査・試
掘調査等について、事業者と連絡調
整を図り積極的に進める。
【目標】分布調査10件（約2,000㎡)
         試掘調査15件(約3,000㎡)

③　市町村復興事業に伴う発掘調査
等の支援を行う。
【目標】発掘調査等2件(約3,000㎡)

①　復興道路等、国交省各事務所
と連絡調整を図る。

②　国・県復興事業に係る埋蔵文
化財の取扱いについて、早期に事
業者と連絡調整を図り、分布・試掘
調査等を進める。

③　市町村と緊密に連携を取り合
い、要請に応じて市町村復興事業
に係る発掘調査を迅速に支援す
る。

①②③遺跡調査事業

（文化財）
被災文化財の保
存・管理等支援

○津波により甚大な被害を受け
た市町村の文化財等の保存・管
理が適切になされるよう必要な支
援が行われている。

　被災した市町村の博物館等の再
興を図るため、博物館等が所蔵する
文化財等の修復を支援
〔目標〕   補助件数　１件

　国の被災ミュージアム再興事業を
活用し、市町村が行う被災文化財
等の資料を修理するための事業へ
の補助を行う。

被災ミュージアム再興事業

（生涯・地域連
携）
社会教育・生涯学
習環境の整備

【教育振興計画】

○被災した社会教育施設の再
開の支援が進められるととも
に、地域住民による学習支援
を通じた学習環境の充実、地
域コミュニティの再生支援が
図られている。

①被災した市町村の社会教育施
設再開を支援する。
　〔目標〕公立社会教育施設・
文化施設の復旧割合　100%

②児童生徒の地域活動や地域住
民との交流機会を設けるため、
放課後等の安全・安心な居場所
を確保するなど、教育環境を充
実させる取り組みを実施する。

③教育振興運動の活動内容に
「いわての復興教育」を位置付
けるなど、地域と学校教育との
連携により運動の充実に取り組
む。
　子どもの学習支援を中心とし
た地域活動及び地域住民の学習
と交流の機会の充実に取り組
む。

①公立社会教育施設災害復旧費
補助により、社会教育施設の復
旧及び機能回復を支援する。

②中高校生に対する学習支援事
業を推進する。
②③各種研修会 、人づくり・
地域づくり関係職員等研修講
座、移動講座を実施する。

①②③「チーム社教」による被
災市町村社会教育の実態把握と
指導支援を行う。

①公立社会教育施設災害
復旧費補助金（国庫事
業）
②③学びを通じた被災地
の地域コミュニティ再生
支援事業
②③職員研修充実事業
①③「チーム社教」推進
事業

（地域連携）
スポーツ・レクリ
エーション施設の機
能回復

　【県教委経営計画】

○高田松原野外活動センターの
代替施設として、「野外活動機
能」・「集団宿泊研修機能」・「ス
ポーツ合宿機能」など備えた施設
を復旧整備されている。

①造成等工事及び建築工事の進捗
管理を行い年度内の完成を目指す。

②開所に向けて必要な備品等の購
入を行う。

③工事以外の開所に向けた運営組
織や研修プログラム等のソフト面の
検討を行う。
　その他、開所に向けた所要の準備
を行う。

①受注者と定例の打ち合わせを行
う。【教育企画室営繕担当、県土整
備部建築住宅課】
　また、隣接する県道工事及び防
潮堤工事との調整を行う。【沿岸広
域振興局大船渡土木センター、大
船渡水産振興センター】

②備品等の選定を行い、建物の引
き渡しに合わせて納品・設置を行
う。

③職員体制の協議【教職員課】
③自治体、関連する団体等と連携
を図り、研修プログラム等の検討を
行う。【陸前高田市、広田漁協、
NPO法人等】

県立野外活動センター災害
復旧事業
野外活動センター管理運営
費

◆「いわて県民計画（2019～2028）」第１期アクションプランの復興
 推進プランに基づく東日本大震災津波からの教育の復興
　〇文化芸術環境の整備や伝統文化等の保存と継承
　　〔重点事項〕　復興に係る埋蔵文化財調査の推進及び市町村支援
　　　　　　　　　被災文化財の保存・管理支援
　〇社会教育・生涯学習環境の整備
　　〔重点事項〕　社会教育施設の機能回復への支援
　　　　　　　　　地域コミュニティの復興支援
　　　　　　　　　復興に向けた学びの機会の充実
　〇スポーツ・レクリエーション環境の整備
　　〔重点事項〕　スポーツ・レクリエーション施設の機能回復
　

左の項目を達成するための
構成事業

目指す姿、ゴール
（中長期的な目標）

当該年度の達成レベル・目標
（いつまでに、どういう状態にするか）

項　目　（何を）
達成手段・方法（具体的取組）

（重要なプロセス・チェック方法等）
※庁内外の【連携先名】を記載

　〇　学校・家庭・地域住民等の連携・協働による社会教育の充実を図るとともに、学びの成果が地域で生かされる生涯学習の
    環境づくりに取り組みます。
　〇　郷土への誇りと愛着を深める歴史遺産の継承と伝統文化の振興が図られるよう、文化財の保護と文化財に対する地域住民の
    理解促進に取り組みます。

〇法令等に基づく適正な会計事務の執行
〇財産の適正管理

◆「いわて県民計画（2019～2028）」第１期アク
ションプランの政策推進プラン・行政経営計画プラ
ン及び「岩手県教育振興計画」の着実な推進
　〇社会教育・家庭教育の充実
　　〔重点事項〕
   　学校と家庭・地域との協働の推進
     子育て支援や家庭教育支援の充実
　　 生涯にわたり学び続ける場づくり
　　 次世代につなげる郷土芸能や文化財の継承

年間取組目標

令和２年度　教育委員会事務局　生涯学習文化財課　経営計画

内部統制の目的を達成するための年間取組目標
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(2)「いわて県民計画（2019～2028）」の着実な推進

①いわて地域学校連携促
進事業

②④学びを通じた被災地
の地域コミュニティ再生
支援事業

②④学校・家庭・地域の
連携協力推進事業

②③教育振興運動推進事
業

④放課後子ども総合プラ
ン推進事業

⑤親子協働体験推進事業

○「社会に開かれた教育課
程」の実現に向け、学校・家
庭・地域の連携・協働体制を
見直すことにより、コミュニ
ティ・スクール等の仕組みを
活かした教育力の向上が図ら
れている。

○地域の状況に応じた推進体
制が構築され、教育振興運動
を基盤とした地域学校協働活
動等の充実により、学校・家
庭・地域の抱える教育課題が
地域で自主的に解決されてい
る。

①コミュニティ・スクール設置
市町村数
〔目標〕2020年：11市町村

②地域協働の仕組みにより保護
者や地域住民が学校の教育活動
にボランティアとして参加して
いる学校の割合
　〔目標〕2020年：小100％　中
91.8％

③教育振興運動として計画的に
取り組まれている地域活動件数
　〔目標〕2020年：4,684件

④放課後子供教室において指導
者を配置して「体験活動」を実
施している教室の割合
〔目標〕2020年：60.0％

⑤県立青少年の家が提供する親
子体験活動事業への参加者の満
足度の割合
〔目標〕2020年：98％
　

項　目　（何を）

（生涯・地域連
携）学校と家庭・
地域との協働の推
進

【教育振興計画】

目指す姿、ゴール
（中長期的な目標）

当該年度の達成レベル・目標
（いつまでに、どういう状態にするか）

（生涯）
子育て支援や家庭
教育支援の充実

【教育振興計画】

○子育てや家庭教育に取り組
む保護者への学びの機会が提
供されることにより、安心し
て子どもを育てていくことが
できる家庭環境が整ってい
る。

○子育てサポーター等による
保護者への子育て支援活動が
充実することにより、地域全
体で子どもを育てていく環境
が整っている。

①すこやかメールマガジンの登
録人数
　〔目標〕2020年：3,000人

②子育てサポーター等を対象と
した家庭教育支援に関する研修
会の参加者数
　〔目標〕2020年：550人

③県立青少年の家が提供する親
子体験活動事業への参加者の満
足度の割合（再掲）
　〔目標〕2020年：98％

①毎週配信(年間配信50回)する
「すこやかメールマガジン」を
通じて、家庭教育に関する学習
情報等の提供を行うとともに、
SNSを活用した情報提供によ
り、登録人数の拡大を図る。
【保健福祉部（子ども子育て支
援室）、市町村担当課等】

②アンケート等により参加者の
ニーズを捉え、研修の充実を図
るとともに、年間計画を年度当
初に提示し、計画的な受講を促
し、参加者数の拡大を図る。

②保健福祉部との連携により、
現代的課題に関するテーマも取
り入れ、家庭教育支援関係者の
資質向上とつながりづくりを意
図した研修会を開催する。
【保健福祉部、市町村担当課
等】

③アンケート調査の実施によ
り、施設利用者のニーズを把握
し、各施設の特色と利用者ニー
ズを踏まえた体験プログラムの
改善・充実を図る。（再掲）

①家庭教育子育て支援推
進事業

②学びを通じた被災地の
地域コミュニティ再生支
援事業

②学校・家庭・地域の連
携協力推進事業

③親子共同体験推進事業

達成手段・方法（具体的取組）
（重要なプロセス・チェック方法等）

左の項目を達成するための
構成事業

①学校関係者等を対象にフォー
ラムを開催したり、市町村教育
委員会等への訪問支援を実施し
たりして、制度及び事例に関す
る理解促進を図る。

②③学校関係者や保護者・地域
住民等を対象に研修会を開催
し、教育振興運動をはじめとし
た地域学校協働活動への理解促
進と活動の充実を図る。

④放課後子供教室の指導職員や
行政担当者等を対象に研修会を
開催し、指導者の資質向上と体
験活動の充実を図る。

⑤アンケート調査の実施によ
り、施設利用者のニーズを把握
し、各施設の特色と利用者ニー
ズを踏まえた体験プログラムの
改善・充実を図る。
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項　目　（何を）
目指す姿、ゴール
（中長期的な目標）

当該年度の達成レベル・目標
（いつまでに、どういう状態にするか）

達成手段・方法（具体的取組）
（重要なプロセス・チェック方法等）

左の項目を達成するための
構成事業

①生涯学習ボランティア
活動推進事業
②生涯学習情報提供シス
テム運営事業
③子どもの読書活動推進
体制整備事業
③図書館管理運営費
③教育振興運動充実事業
④⑥青少年の家プログラ
ム充実事業
⑤職員研修充実事業
⑤現代的課題対応プログ
ラム促進事業
⑥博物館管理運営費
⑥美術館管理運営着
⑦青少年の家管理運営費

（生涯）
生涯にわたり学び
続ける場づくり

【教育振興計画】

○県民一人ひとりが生涯を通
じて自分に適した手段や方法
で楽しく学び、その成果を生
きがいにつなげるとともに、
地域社会との関りを持ちなが
ら生活している。

○地域課題の解決に向けた社
会教育の場の充実と学校・家
庭・地域が連携した地域づく
りが進むことにより、地域コ
ミュニティの再生・維持・向
上が図られている。

○社会教育施設等のほか、自
然、文化、歴史など、有形・
無形のあらゆる資源を学びの
対象や場としながら、県民一
人ひとりが、郷土に対する誇
りや愛着を持って生活してい
る。

○社会教育施設等が充実さ
れ、文化芸術・スポーツも含
めた幅広い学びのニーズに応
じて活用されている。

①生涯学習の推進を支える指導
者・ボランティアの人材登録者
数（累計）
　〔目標〕2020年：860人

②生涯学習情報提供システム
（ＨＰ）利用件数
　〔目標〕2020年：79,000件

③「読書がとても楽しい」と感
じる児童生徒の割合
　〔目標〕2020年：小47％、中
46％、高44％

④県立社会教育施設で開催した
「岩手」をテーマとした講座の
受講者数
　〔目標〕2020年：1,050人

⑤社会教育指導員・地域づくり
関係者の資質向上を図る研修会
の受講者数
　〔目標〕2020年：103人

⑥県立博物館・県立美術館の企
画展における観覧者の満足度の
割合
　〔目標〕2020年：91％

⑦県立青少年の家における利用
者の満足度の割合
　〔目標〕2020年：97％

①新規希望者対象の研修新設に
よるスキル習得のサポートや新
たなボランティア登録制度の構
築により指導者の登録拡大を図
る。
【市町村担当課等】
①障がい者の生涯を通じた学習
活動等の学習機会の充実を図
る。

②アンケート調査によるニーズ
に基づいたシステム内容の再構
築、市町村主催の講座等の情報
等、提供コンテンツの充実によ
り利用件数の拡大を図る。【市
町村担当課等】

③情報メディアにふれる時間を
減らし、関係者への情報提供に
努め、読書ボランティアの養成
及び資質向上を図る研修会を開
催し、児童生徒が本に親しむ機
会を増やし、「読書がとても楽
しい」と感じる児童生徒の増加
を図る。

④本県の自然、文化、歴史等の
資源をテーマとした公開講座の
県立社会教育施設での増加、民
間団体主催講座の後援などによ
り、県民に対する岩手ならでは
の学習機会の提供に努め受講者
の増加を図る。

⑤社会教育指導員や地域づくり
関係者を対象とした研修や交流
会の受講者数の拡大を図り、参
加者のニーズに即した研修の充
実に努めるとともに、年間計画
の年度当初提示により計画的な
受講を促し受講者数の拡大を図
る。

⑥⑦アンケート調査によりニー
ズを把握し、各施設の特色と
ニーズを踏まえた企画展の開催
や体験プログラムの改善・充実
により満足度の維持に努める。
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項　目　（何を）
目指す姿、ゴール
（中長期的な目標）

当該年度の達成レベル・目標
（いつまでに、どういう状態にするか）

達成手段・方法（具体的取組）
（重要なプロセス・チェック方法等）

左の項目を達成するための
構成事業

（柳之御所）
平泉文化研究
【県教委経営計画】

○学術文化交流の活性化によ
り、研究成果の各方面への普及
伝達が図られている。

①令和３年２月に「平泉学研究会」・
「平泉学フォーラム」の開催

②平泉文化の総合的研究基本計画
（第３期）の実施

○国等の研究機関及び岩手大学と
の研究連携

○平泉文化研究機関整備推
進事業

（柳之御所）
柳之御所遺跡保存
整備

　【県教委経営計画】

○史跡公園としての活用により、
奥州藤原氏の政庁跡としての柳
之御所遺跡を含めた「平泉の文
化遺産」の価値に対する理解が
進んでいる。

①改定整備計画の実行

②史跡内整備対象地の民有地の公
有化

①調査整備指導委員会の開催
　　早期の整備工事発注

②（R２年度は休止）

①柳之御所遺跡整備調査事
業
②柳之御所遺跡土地公有化
事業

（文化財）
文化財指定の推進

　　　【県民計画】

○国及び県指定文化財の指定推
進と地域住民による文化財への
理解の促進が図られることによ
り、文化財保護が着実に進められ
ている。

○文化財保護審議会委員と連携し、
指定候補物件等の調査を実施し、文
化財の指定を推進する。
〔目標〕県の指定推進調査等件数
５件

①文化財保護審議会の開催（年2
回）

②文化財指定推進調査の実施

①文化財保護審議会開催
②文化財指定推進調査

（文化財）
文化財の保存と活
用

　【県教委経営計画】

○文化財の恒久的な保存が進め
られることにより、地域の宝として
の文化財の活用が図られてい
る。

①文化財関係補助事業により、文化
財の保存整備等を図る。

②民間助成事業などの積極的な活
用

③文化財の保存活用に関する総合
的な施策の大綱を作成

①文化財保護事業への補助

②民間助成事業等の活用促進

③保護審議会委員等による大綱案
の検討

①②文化財保護事業費補助
③文化財保存活用大綱策定
事業

（埋蔵文化財）
開発事業と埋蔵文
化財保護の円滑な
調整

　【県教委経営計画】

 ○開発事業者に対し、遺跡の周
知が図られているとともに、市町
村担当者に新規遺跡の登録が促
されている。
○埋蔵文化財保護体制の充実が
図られ、復興及び大規模開発関
連の埋蔵文化財調査の推進と県
内各市町村への支援が継続して
行われている。

①分布調査、試掘調査等により新規
遺跡の把握
【目標】10件

②県内の遺跡台帳整備（年間約50
件登録）
　
③来年度以降の国、県等の開発事
業の掌握

④国・県復興開発事業者との綿密な
調整

⑤日常的に市町村担当者との連絡
を密にすることにより、情報共有と連
携強化を図る。

①開発事業者へのヒアリング
　
②市町村への呼びかけ（分布調査
の実施）

③遺跡台帳の更新

④埋蔵文化財担当職員未配置自
治体への支援

⑤市町村との連携を強めることによ
り、職員を含めた支援体制の強化
を図る。

①④⑤県内遺跡発掘調査事
業
②③遺跡周知事業

（埋蔵文化財）
遺物譲与の促進と
積極的な活用

　【県教委経営計画】

○県保有埋蔵文化財の市町村へ
の譲与が進み、埋蔵文化財の積
極的な活用が図られている。

○県所有埋蔵文化財の市町村への
譲渡
〔目標〕　約300箱

○市町村への働きかけ ○県内遺跡発掘調査事業
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１   生涯学習の推進

所掌事項 審議事項

生涯学習に関する
施策の総合的な企
画及び推進に関す
ること等

生涯学習の施策に
関する重要事項の調
査審議

本部会議
　知事等各部局長
15人

幹事会
　関係課長28人
 
調整主幹会議
　関係課担当者
  15人

委　員
　学識経験者等
　　16人

会  議:
    ①７月14日（火）
    ②１月25日（月）

※社会教育委員会
議と同日開催

研究推進

研究紀要発刊

県生涯学習推進研
究発表会
令和３年
　２月４日（木）
　　～５日（金）

調査内容
　市町村の生涯
　学習推進体制
　等に関する調
　査

期　日
　10月

対　象
　全市町村

生 涯 学 習 推 進 体 制 の 充 実

岩

手

県

生

涯

学

習

推

進

本

部

岩

手

県

生

涯

学

習

審

議

会

生

涯

学

習

推

進

研

究

開

発

事

業

生

涯

学

習

推

進

体

制

調

査
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生

涯

学

習

電

話

相

談

「
マ

ナ

ビ

イ

コ

ー

ル

」

期　日
①８月12日（水）
　　　　～13日（木）
②11月７日（土）
　　　　～８日（日）
対　象
　高校を卒業して
いないなどのため、
大学入学資格を有
していない者
場　所
生涯学習推進セン
ター
＊要項は県が配布
＊願書の提出は直
　 接国へ

○生涯学習ボラ
ンティアセン
ターの一元化・
再構築化
・データについ
ては生涯学習推
進センターに一
元化
・各教育事務所
単位での相談業
務は継続

○生涯学習ボラ
ンティア等に関
する情報の提供
（ＨＰ「まなび
ネットいわて」に
掲載）

開設日
　月～金

時　間
  9:00～17:00

電　話
 0198 (27) 4563

担　当
　専門職員等

○ＨＰ「まなびネットいわ
て」 の運用
　ア　指導者・ボランティア
　　　 情報
　イ　講座・イベント情報
　ウ　団体・グループ情報
　エ　教材情報
　オ　施設情報
　カ　相談・支援　　等

○メールマガジン提供

○県立生涯学習推進センター
   情報紙発行

○ＳＮＳ（フェイスブック、
ツイッター）の運用

生 涯 学 習 の 普 及 奨 励

高

等

学

校

卒

業

程

度

認

定

試

験

生

涯

学

習

情

報

提

供

シ

ス

テ

ム

運

営

事

業

生

涯

学

習

ボ

ラ

ン

テ

ィ

ア

活

動

推

進

事

業
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２　家庭教育の支援

 学 習 機 会 の 提 供 

★国庫事業 
★補助事業 

（国10/10） 
（国 1/3） 
 
※家庭教育支
援に関する学
習機会の提供 
  
 

 

 

 

※H21年度よりＨＰ掲載と電

子データ配布のみとなってい

ることから、周知を図る。 
 
○事務所単位での校長会等

での周知、市町村担当者を

通じて各小学校へ周知 
 

〔家庭教育手帳乳幼児編〕 
＜ﾄﾞｷﾄﾞｷ子育て＞ 

・妊娠期～乳幼児の親 
 対象 

 
〔家庭教育手帳小学生（低学
年～中学年）編〕 

＜ﾜｸﾜｸ子育て＞ 

・小学1～4年生の親対象 
 
〔家庭教育手帳小学生（高学
年）～中学生編〕 
＜ｲｷｲｷ子育て＞ 
・小学5、6年生及び中学生の
親対象 

★各青少年の家 

 主管 
 

※親子の共同体験

をとおして、親子の

相互理解を深めると

ともに、参加家族間

の交流を通して、子

育ての仲間づくりを

促進する。  
 
 
 
 

★生涯学習推進センター主管 
 
◯「すこやかメールマガジン」 

・子育てに関する情報のメール 

 配信（毎週木曜日午後） 

 

◯「生涯学習情報提供システム 

  による家庭教育情報の提供」 

・「まなびネットいわて」を活用し

た、子育てに関する情報提供

（通年） 

 

◯子育て電話相談【再掲】 

 名称「すこやかダイヤル」 

・子育てに関する悩みや不安に

ついての相談対応及び子育て

に関する情報提供 

 

◯子育てメール相談【再掲】 

 名称「すこやかメール相談」 

・携帯電話等のメールを活用し

た、子育てに関する相談対応 
 

★

  
 
◯子育て電話相談
 
「すこやかダイヤル」

・子育てに関する悩み

や不安についての相談

対応及び子育てに関す

る情報提供
 
◯子育てメール相談
 
「すこやか
・携帯電話等のメールを
活用した、子育てに関
する相談対応

 
◯「すこやかメール

マガジン」
・子育てに関する情報の
メール配信（毎週木曜
日午後）

家 庭 教 育 
手 帳 周 知 

学 習 情 報 
の 提 供 

効果的な学習 
機 会 の 提 供 

親子共同体験 
推 進 事 業 
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家 庭 教 育 
支援体制整備 

子育てサポーター等の 
スキルアップ・支援関 
係者のネットワークづ 
く り に よ る 活 動 促 進 

放課後児童支援員 
認 定 資 格 研 修 

★国庫事業 
 
○子育て支援活動交流 

         研修会 

目的 関係者の資質向上 

   とネットワーク形成 

回数 推進センター1回 

   （センター主管） 

内容 講義、事例発表、 

      ワークショップ 

対象 子育てサポーター、 

       行政担当職員、支援 

      団体関係者等 
 
○地区子育て支援ネット  

 ワーク研修会 

目的 支援者の資質向上、 

   地域の課題解決の 

   ためのネットワー 

   ク構築 

回数 教育事務所管内 

   各1回程度 

   （事務所主管)  

内容 管内の課題による 

対象 上記研修会に同じ 
 
○いわて家庭教育・子育 

 てサポートカフェ(仮称） 

目的 子育てサポーターの 
   資質向上・活動促進 
   ・ネットワーク形成 
期日 令和２年11月27日 
      （生文課主管)  
内容 トーク、プレゼン 
   テーション等 
対象 子育てサポーター、 
    県及び市町村、支援 
        関係者 

★補助事業 

  （国1/2、県1/2） 
 
※放課後児童健全育成
事業の設備及び運営に
関する基準の改正
(H26.4)に伴い、県が
実施する研修を子ども
子育て支援課と共催で
開催し、子育て家庭を
支援する。 

主催 子ども子育て支 

      援課 

共催 生涯学習文化財課 

主管 生涯学習推進セ 

   ンター 

○岩手県放課後児童支 

 援員認定資格研修 

期日 ９月、11月 

（前期2日、後期2日） 

会場 ・１班   
（岩手県立生涯学習 
 推進センター）   
   ・２班   
（岩手県立生涯学習 
 推進センター） 
※今年度の会場につい
ては、新型コロナウイ
ルス感染拡大防止の観
点から、県内４カ所に
おいて実施予定であっ
たものを縮小し、２班
に分かれて同一会場で
実施する。 

内容 講義、演習等 

（16科目24時間程度）  
対象 放課後児童クラ 
      ブ等での従事を 
   希望している方 

★国庫事業 

○促進委員会の開催 
期日 年2回 
     （5月22日、1月22日）  

会場 サンセール盛岡 
内容 学校・家庭・地域の 
    連携による教育支 
    援活動促進に向け 
    た事業内容の検討、 
    検証・評価等を行う。 
委員 有識者、児童福祉 
    関係者、教育係等 

視察 ８～１２月 
 
○家庭教育・子育て支 

 援担当者研修会 
目的 行政担当者等のス 
    キルアップ 

回数 １回（センター主管）  

内容 講演、グループ協議 

対象 行政担当職員等 
 
○子育て・家庭教育相 
  談担当者研修会 
目的 電話相談担当者等 
    のスキルアップ 
回数 ２回（センター主管）  
内容 講話、講義 
対象 電話相談担当者等 
 

★生涯学習推進センター 

 主管 

○地域安全防災研修会 
        【新規】 
目的 行政担当者等のス 
    キルアップ 
回数 １回（センター主管）  
内容 講義、演習 
対象 行政担当者等 
 

家 庭 教 育 を 支 え る 環 境 づ く り 

相談体制の充実 
・ 

意 識 啓 発 

★生涯学習推進センター 

  主管 
 
◯子育て電話相談 
 名称 

「すこやかダイヤル」 

・子育てに関する悩み

や不安についての相談

対応及び子育てに関す

る情報提供 
 
◯子育てメール相談 
 名称 

「すこやかメール相談」 
・携帯電話等のメールを
活用した、子育てに関
する相談対応 

 
◯「すこやかメール 

マガジン」【再掲】 
・子育てに関する情報の
メール配信（毎週木曜
日午後） 
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３　青少年の学習活動の支援①

子どもの読書活動推進体制整備事業

○岩手県子どもの読書活動推進委員会
　（7月10日、1月28日）
 ・県全域における推進方針検討
 ・推進状況の評価　等
○子どもの読書活動推進体制整備事業
（各地域事業）
 ・各地区における推進体制の整備
 ・各教育事務所主管
○岩手県子どもの読書状況調査
　対象期間：10月１日～31日
　調査対象：県内の公立小学校５年生・
　　　　　　中学校２年生（義務教育
　　　　　　学校５年・８年）・高校
　　　　　　２年生

○岩手県子どもの読書活動推進計画
　【第４次】の周知・普及
 ・各種会議、研修会等における周知
○ブックリスト「いわ100（中高生向
　け）」及び「いわ100きっず（小学生
　向け）」の活用促進
 ・中学１年生及び小学１年生への配付
 ・活用例等の情報提供

子どもの読書活動推進事業

子どもの読書活動推進研修事業

子どもの読書活動普及啓発事業

○読書ボランティア等研修会
（中央研修）
 ・県内全域を対象とした読書ボランティア等の
　 資質向上を図る
 ・生涯学習推進センター主管
○読書ボランティア等研修会
（各地域研修）
 ・地域の実情に応じた研修会
 ・各教育事務所主管
○中・高等学校図書館担当者等研修会（中止）
 ・学校と関係機関との連携体制構築及び担当者
　 の資質向上を図る
 ・各教育事務所主管

14



○いわて希望塾
 ・期日：11月21～23日
 ・場所：陸中海岸青少年の家他
 ・内容：知事講話
　　　　　グループディスカッシ
　　　　　ョン等
○わたしの主張岩手県大会
 ・期日：９月16日
 ・場所：ビッグルーフ滝沢
 ・内容：中学生による意見発表

○わたしの主張地区大会
 ・期日：８月～９月
 ・場所：各警察署管内
 ・内容：中学生による意見発表

○情報メディア対応促進事業
 ・教振運動との連携
 ・出前講座
 ・講師派遣に係る情報提供
 ・相談窓口紹介

○立入調査
 ・不健全図書立入調査
 ・月1回隔月実施

○いわて家庭の日
 ・家族・親子のふれあいを啓発
 　する県民運動を推進
 ・毎月第３日曜日

若者女性協働推進室
・青少年育成県民会議連携○県立各青少年の家におけるプロ

　グラム開発
 ・特色ある自然体験プログラム
 ・不登校児童生徒等対応プログラ
 　ム
 ・地域人材のボランティア養成プ
　 ログラム

子どもゆめ基金

子どもゆめ基金

青少年の家プログラム充実事業 青少年健全育成連携事業
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３　青少年の学習活動の支援②（学校と地域の連携・協働）

★学校・家庭・地域の連携による教育支援活動促進委員会

　期日：年3回
　内容：地域学校協働活動に関わる人材養成等についての検討
　委員：県内各地域で活動している地域学校協働活動推進員
　　　　　（地域コーディネーター）10名

【県事業】
★学校と地域の連携・協働研修会
　主管：生涯学習推進センター
　対象：学校関係者と地域（推進組織
　　　　　及び体制）の活動関係者
　内容：「地域とともにある学校づくり」
　　　　　と「学校を核とした地域づくり」
　　　　　の両面から、学校と地域の連
　　　　　携・協働について理解を深め
　　　　　るとともに、関係者のネットワ
           ーク構築を図る。

★地域学校協働活動推進員（コーディ
　　ネーター）研修会
　主管：生涯学習推進センター
　対象：地域学校協働活動推進員
　　　　　（コーディネーター）
　内容：コーディネート業務に関する
　　　　　応用的なプログラム
　　　　　中央講師を含めた全県的な
　　　　　ネットワーク構築

★子供の学びを支えるセミナー
　主管：生涯学習推進センター
　対象：地域活動者
　内容：学社連携・学校支援に係る
　　　　　人材育成

【市町村事業】
★☆19市町村62本部（R２）
　内容：「地域学校協働本部（学校支援
　　　　　地域本部）」を設置し、「地域学
　　　　　校協働活動推進員（コーディネ
　　　　　ーター）」「学習指導者」「学習
　　　　　サポーター」を配置
　　　　  学校支援活動の実施による地
　　　　　域と学校の協働促進

【県事業】
★指導者等合同研修会
　期日：年３回
　内容：講演、スキルアップ、分科
　　　　　会、事例発表、情報交換
　対象：　コーディネーター、安全管
　　　　　理員、学習アドバイザー、
　　　　　放課後児童支援員、各市町
　　　　　村担当者等

○放課後児童支援員認定資格研修
　主催：子ども子育て支援室
　共催：生涯学習文化財課
　主管：生涯学習推進センター
　期日：7月～11月
　対象：放課後児童クラブ等で従事し
　　　　ている方または従事を希望し
　　　　ている方

【市町村事業】
★☆22市町村108教室（R２）
　内容：「地域学校協働活動推進員（コ
　　　　　ーディネーター）」「学習指導者」
　　　　　「学習サポーター」を配置
　　　　　安全・安心な居場所を確保し、
　　　　　体験活動や交流活動、学びの
　　　　　場等を提供

【団体との連携事業】
★中高生の学習支援
　内容　地域人材を活用し、学校・
　　　　　社会教育施設・仮設住宅
　　　　　集会所等を会場に被災地
　　　　　における中高生の学習支援
　　　　　等を推進
　対象　沿岸４市14か所（R２）
　実施主体
　（一社）子どものエンパワメントいわて
 
★地域の交流促進
　内容　読書活動の推進を通じて、
　　　　　子どもを中心に据えながら、
　　　　　住民がつながり支え合い、
　　　　　信頼関係を軸に地域コミュニ
　　　　　ティの再生および活性化を目
　　　　　指す
　対象　沿岸２市43か所（R２）
　実施主体
　移動こども図書館事業実行委員会

総合的・一体的推進

　期日：年2回（5月、2月）
　内容：事業内容の検討、実施後の評価・検証等
　委員：教育関係者、行政関係等 12名
　視察：8～12月

★地域学校協働活動推進検討委員会

学校支援活動
（地域との協働促進）

放課後子供教室
（安全な居場所づくり）

沿岸被災地支援

学びを通じた被災地の地域コミュニティ再生支援事業
学校・家庭・地域の連携協力推進事業
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連携
目標共有

地域学校連携・協働推進検討委員会教育振興運動推進幹事会

　期日：年２回（７月、２月）
　幹事：教委13名＋知事部局２名
　内容：運動の推進方針の検討、運動の評価と反省
　視察：７～12月

○「地域学校協働活動・教育振興運動」市町村担当者
   研修会
　主管：生涯学習文化財課
　期日：７月
　場所：生涯学習推進センター
　対象：市町村担当者、教育事務所担当者
　内容：行政説明、演習等

○「学校を核とした地域づくり」推進事業
・「地域学校協働活動・教育振興運動」推進研修会
　主管：教育事務所
　対象：地域（推進組織及び体制）の活動関係者
　内容：「学校を核とした地域づくり」の実現を図ることを
　　　　　目的に、各教育事務所が地域の実態に応じて
　　　　　設定

・地域学校協働活動推進員（コーディネーター）養成研修
　講座
　主管：教育事務所
　対象：今後、地域学校協働活動推進員（コーディネータ
　　　　　ー）の役割を担うことが考えられる保護者及び
　　　　　地域住民等
　内容：各地域で活動している推進員（コーディネーター）
　　　　　の参画により設定
　　　　　上記推進員を中心とした各地域のネットワーク
　　　　　構築

・「学校を核とした地域づくり」の推進に係る訪問支援
　主管：教育事務所
　内容：地域学校協働活動の充実や推進体制の整備
　　　　　等を目的に実施する訪問支援

地域学校協働活動・教育振興運動推進事業
総合的・一体的推進

（注）
★・・・被災者支援総合交付金事業「仮設住宅の再
編等に係る子供の学習支援によるコミュニティ復興
支援事業」構成事業として実施（国10/10）

☆・・・国庫事業「学校・家庭・地域連携協力推進
事業」構成事業として実施（国1/3、県1/3、市町村
1/3）

いわて地域学校連携促進事業

　期日：年２回
　委員：関係室課・機関　17名
　内容：地域学校連携・協働推進検討委員会の所掌事務
　　　　 及び本県施策に関する協議

○地区「地域とともにある学校づくり」推進フォ
　ーラム（中止）
　期日：各教育事務所と調整
　場所：各教育事務所管内
　内容：行政説明、実践事例発表、パネルディス
　　　　カッション等

○教育委員会説明会（要請に応じて実施）
　期日：各市町村教育委員会と調整
　場所：各市町村庁舎内
　内容：国および県施策の説明

○地域学校連携・協働推進支援事業
　期日：通年
　場所：各市町村、学校、地区等
　内容：指導主事・社教主事が連携し、各町村等
　　　　が抱える課題解決のための事業等に対し、
　　　　要請に応じてチームによる支援を実施す
　　　　る。

○社会教育施設の有効活用
　期日：通年
　場所：各青少年教育施設等
　内容：社会教育施設を活用した授業の取組事例
　　　　を収集・紹介する。

○地域学校連携・協働推進モデル指定研究事業
　コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）
の導入等、地域学校の連携・協働の在り方等につい
て調査研究を行うとともにその成果を普及啓発す
る。

17



４  成人・高齢者の学習活動の支援

事業プログラム企画運
営に関する研修

コミュニケー
ションスキル
アップ研修講
座

生涯学習関係職員等に
不可欠な実践的対人ス
キルの向上を図る研修

16mm映写機
操作技術講習会

○各教育事務所と地域視聴覚教育
協議会等が連携して開催
　ア　テキストの作成、印刷
　　　（生涯学習文化財課）
　イ　技術講習、各種登録事務
　　　（各教育事務所）
　ウ　事業周知、運営
　　　（各教育事務所、各協議
　　　会等）

学校と地域の
連携・協働研
修会

学校・地域関係者を対
象に、コミュニティ・
スクール（学校運営協
議会制度）事業の理解
を促し、学校と地域の
連携の充実を図る研修

広報スキル
アップ研修講
座

魅力的かつ効果的な周
知・広報活動に関する
研修

事業プログラ
ム企画運営研
修講座

現
代
的
課
題
対
応
プ
ロ
グ
ラ

ム

促

進

事

業

教

育

メ

デ

ィ

ア

利

用

促

進

事

業
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○ＨＰ
「まなびネットいわて」
　の運用
ア　指導者・ボランティア情報
イ　講座・イベント情報
ウ　団体・グループ情報
エ　教材・施設・新聞記事情報
オ　子育てサポーター

○メールマガジン提供
ア　いわてマナビィマガジン
イ　すこやかメールマガジン

○県立生涯学習推進センター情
報発行

障がい者の学校卒業後の学び
の基盤づくり
○関係各課による庁内連携会
議
・第1回　7/17（金） 延期
・第2回　3/2（火）
○市町村担当者研修会
・5/26（火）　延期（10月）
・生涯学習推進センター
○学習活動を支える人材の育
成

調査・研究

○関係各課、各市町村への情
報提供
○文部科学大臣表彰等による
好事例の紹介

○市町村担当者調査
○県立生涯学習推進センター
における研究テーマとしての設
定
○ニーズ調査等

学習支援体制整備

学習情報の提供等

学習メニューのＨＰ掲載
・世代間交流
や青少年関連
事業、学校支
援活動、子ど
もの居場所づ
くり、教育振
興運動等への
高齢者の参加
促進及び活動
状況の県民へ
の事例周知等

生

涯

学

習

情

報

提

供

シ

ス

テ

ム

運

営

事

業

高
齢
者
の
学
習
活
動
支
援
・

活
用
の
場
の
情
報
提
供
等

障
が
い
者
の
生
涯
を
通
じ
た

学
習
活
動
の
推
進

（
再
掲

）
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５　社会教育の充実

（再掲）

放課後児童支援員認定資格研修

北海道・北東北４県生涯学習センター職員交流研修会（中止）

 男女共同参画推進フォーラム

・その他  地域における男女共同参画推進リーダー研修

岩手県生涯学習推進研究発表会

「いわてマナビィマガジン」の配信 ・要請研修

・教育振興運動など生涯学習・社
会教育に関する最新トピックを月
２回配信。

随時研修（通年）、出前研修（講師派遣） 【独立行政法人　国立女性教育会館】　　

 子どものまなびを支えるセミナー  全国博物館長会議

 学芸員等在外派遣研修

人 的 体 制 の 充 実  読書ボランティア研修会  博物館長研修

社会教育主事講習の受講促進
社 会 教 育 主 事 の 配 置 促 進

 放課後子ども総合プラン指導者合同研修会  社会教育主事専門講座

 子育て支援活動交流研修会

・ボランティア活動者・有志指導者研修  図書館地区別研修（北日本）

 地域学校協働活動推進員（コーディネーター）研修会  新任図書館長研修

 博物館学芸員専門講座

 岩手県地域視聴覚教育協議会専任職員等研修会  公民館職員専門講座

 図書館司書専門講座

　・一関市
　・7/2、3（中止）

 家庭教育・子育て支援担当者研修会  全国生涯学習センター等研究交流会（中止）

 子育て・家庭教育相談担当者研修会  地域教育力を高めるボランティアセミナー

 地域安全防災研修会

都市社会教育主管課長会議  広報スキルアップ研修講座 【文部科学省、社会教育実践センター等】

市町村主管課長会議  コミュニケーションスキルアップ研修講座  図書館職員・図書館協議会委員合同研修会

　・各教育事務所
　・４～５月（一部中止）

 学校と地域の連携・協働研修会  市町村職員専門研修

 初任職員研修会

 事業プログラム企画運営研修講座  中堅職員研修会

県社会教育主事等会議  社会教育指導員・地域づくり関係職員等研修講座 【県立図書館関係】

　・第１回  4/７、８
　・第２回　10/27、
                 28
　・第３回　R3.2/16

 センター・公民館・主管課職員等セミナー  新任図書館長等研修会

 人づくり・地域づくり関係職員等研修講座

【生涯学習推進センター関係】 【社会教育主事講習】

　・第１回　 7/14 ・市町村職員・関係職員研修 ・弘前大学（中止）　・国社研Ａ・Ｂ

　・第２回　 1/25  新任生涯学習関係職員研修講座

指 導 体 制 の 充 実

諸 会 議 の 開 催 社 会 教 育 関 係 職 員 研 修 の 充 実

県社会教育委員会議
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　・二戸市視聴覚ライブラリー（二戸市）

「チーム社教」推進事業 　・山田町視聴覚ライブラリー（山田町）

○県社会教育主事等でチームを編成し、市町村の生涯学習・
社会教育行政の支援を行う。
・市町村の社会教育事業や社会教育施設等の実態把握及び
支援方策の検討
・ 市町村各地域の課題把握及び支援方策の検討
・ 市町村・各地域の課題解決の支援

　・岩泉町視聴覚ライブラリー（岩泉町）

　・久慈市視聴覚ライブラリー（久慈市）

　・宮古市視聴覚ライブラリー（宮古市）

  ・釜石市視聴覚ライブラリー（釜石市）

　・遠野市視聴覚ライブラリー（遠野市）

公立社会教育施設災害復旧事業 （奥州市等）

市町村における社会教育施設の災害復旧への支援
　※　国庫補助事業
　　　　　・現地調査　・内定　・交付申請　・交付決定
　　　　　・実績報告　・額の確定　・前金払、精算払請求、支払
　【該当市町】
　　　　　・陸前高田市　・山田町

　・大船渡市視聴覚ライブラリー（大船渡市）

　・大槌町視聴覚ライブラリー（大槌町）

岩手県子ども会育成連合会 　・西和賀町視聴覚ライブラリー（西和賀町）

　・県南第一地域視聴覚教育協議会

岩手県社会教育連絡協議会 （花巻市）

岩手県ユネスコ協会連盟 　・北上市視聴覚ライブラリー（北上市）

(一社)岩手県ＰＴＡ連合会            　　　　　　　　 　　  （盛岡市等）

岩手県高等学校ＰＴＡ連合会 　・花巻市立図書館視聴覚教育ライブラリー

特定非営利活動法人岩手県地域婦人団体協議会 　　（視聴覚ライブラリー）　　（県立図書館）

岩手県国公立幼稚園・こども園ＰＴＡ連絡協議会 　・盛岡教育事務所管内教育振興協議会

日本ボーイスカウト岩手連盟

ガールスカウト岩手県連盟 　・県立図書館視聴覚資料団体貸出部門　

【構成10団体】

岩手県青年団体協議会

【総括団体】
・全市町村対象
　10/１現在で
　調査

・集計は、生涯
　学習推進セン
　ター

岩手県社会教育関係団体連絡協議会

社会教育施設の整備充実

社会教育関係団体への助成
社 会 教 育
基 本 調 査

県

立

図

書

館

の

管

理

運

営

県

立

青

少

年

の

家

管

理

運

営

視
聴
覚
ラ
イ
ブ
ラ
リ
ー

の

整

備

充

実
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６　文化財の保護

文

化

財

保

護

審

議

会

文

化

財

指

定

推

進

調

査

事

業

文

化

財

パ

ト

ロ

ー

ル

事

業

文

化

財

保

存

管

理

事

業

史

跡

等

公

有

化

事

業

委員
 学識経験
者等11人

会議
  年2回

期日
 年間

場所
 県下一円

対象
 県指定文
化財候補物
件

内容
 県指定候
補物件等の
調査

期日
 年間

場所
 県下一円

対象
 指定文化
財及び埋蔵
文化財包蔵
地

内容
  11名の文
化財保護指
導員による
文化財パト
ロール

 保存、修理
の経費の一
部助成

[国指定]
・史跡等の
保存整備

[県指定]
・有形文化
財の保存・
修理等

 史跡等の
土地買上げ

R2年度は予
定なし

期日
 年間

対象
・大規模開
発事業計画
策定地域が
重点
・国・県開発
事業関連の
分布・試掘
調査につい
て実施

内容
 現地確認
調査・試掘
調査

県

内

遺

跡

発

掘

調

査

事

業

文化財の保存と管理

カ

モ

シ

カ

特

別

対

策

事

業

銃

砲

刀

剣

類

登

録

事

業

所掌事項

 本県の文
化財の適正
な保存と活
用を図るた
め、専門的
な意見を徴
する。

期日
 年間

内容
・忌避剤塗
布等補助
・通常調査
の実施（北
奥羽山系、
北上山地）
・特別調査
の実施（南
奥羽山系）

登録審査会
県庁12F特
別会議室
 年6回
 奇数月の
20日（休日
等の場合は
翌日等）

対象
 銃砲刀剣
類の発見者
等

内容
 審査登録
事務
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世 界 遺 産
登 録 の 推 進

埋

蔵

文

化

財

緊

急

発

掘

調

査

事

業

農

業

基

盤

整

備

関

連

埋

蔵

文

化

財

発

掘

調

査

事

業

県

立

埋

蔵

文

化

財

セ

ン

タ

ー

管

理

運

営

民

俗

芸

能

伝

承

促

進

事

業

期日
 年間

内容
　岩手県遺
跡台帳の加
除訂正・開
発計画との
調整を図る
ための現地
確認

柳

之

御

所

遺

跡

整

備

調

査

事

業

柳

之

御

所

遺

跡

土

地

公

有

化

事

業

文化財の
積極的な活用

平 泉 文 化 の 調 査 研 究 の
推 進 と 情 報 発 信

埋

蔵

文

化

財

包

蔵

地

周

知

事

業

（

遺

跡

基

本

台

帳

等

整

備

）

埋蔵文化財の保護

平

泉

文

化

研

究

機

関

整

備

推

進

事

業

世

界

遺

産

登

録

推

進

事

業

対象
 県立埋蔵
文化財セン
ター

内容
・一般管理
費
・研修
・調査研究
・普及啓発

期日
 12月
場所
 盛岡市
対象
 青少年・成
年団体
内容
 民俗芸能
フェスティバ
ルの開催

期日
 年間

対象
 一般・研究
者

内容
・平泉文化
に係る調査
研究
・平泉学研
究会（研究
者対象：2/6
開催）、平泉
学フォーラ
ム（一般対
象：2/7開
催）の実施。
（H12年度
から開催し
ている平泉
文化フォー
ラムを発展
的に改組）

内容
(平泉）
・拡張による
追加登録へ
の対応
・保存管理
・パンフレッ
ト等の作成・
改定、児童
生徒への普
及啓発

(明治日本）
・保存管理
活用の推
進・支援

（縄文）
・推薦書原
案の改定

期日
 年間

場所
 各市町村

内容
 記録保存
調査及び現
地確認調査

期日
 年間

内容
　県営ほ場
整備事業等
に伴う発掘
調査等

期日
 年間

対象
 史跡柳之
御所遺跡

内容
・史跡公園
の運営、管
理
・史跡整備
のための工
事
・柳之御所
遺跡発掘調
査
・調査整備
指導委員会
の開催

対象
 地権者

内容
 柳之御所
遺跡内に残
る民有地の
公有化

※Ｒ２年度
は休止

（文化スポーツ部所管）  （文化スポーツ部所管） 
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７　社会教育施設等の環境整備

拠 点 施 設 の 機 能 の 充 実

博 物 館 青 少 年 の 家 等

県
立

博
物
館

の

管

理

運

営

県
立

美
術
館

の

管

理

運

営

県
南
青
少
年
の
家
の

　
　
　
　
　
　
管
理
運
営

内　容

・施設等の維持管理

・展示事業の実施

・研究研究の実施

・県民に対する教育普及
活動事業の実施

・指定管理者による自主
事業等

内　容

・施設等の維持管理

・展示事業の実施

・調査研究の実施

・県民に対する教育普及
活動事業の実施
　
・指定管理者による自主
事業等

内　容

・施設等の維持管理

・研修事業の実施

　　青少年の健全育成
　　指導者の養成
　　実施団体の要請

　
・指定管理者による自主
事業等
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拠 点 施 設 の 機 能 の 充 実

青 少 年 の 家 等

陸
中
海
岸
青
少
年
の
家
の

　
　
　
　
　
　
管
理
運
営

県
北
青
少
年
の
家
の

　
　
　
　
　
　
管
理
運
営

野
外
活
動
セ
ン
タ
ー

の
整
備

内　容

・施設等の維持管理

・研修事業の実施

　　青少年の健全育成
　　指導者の養成
　　実施団体の要請

　
・指定管理者による自主
事業等

内　容

・施設等の維持管理

・研修事業の実施

　　青少年の健全育成
　　指導者の養成
　　実施団体の要請

　
・指定管理者による自主
事業等

内　容

H29-30　造成設計

H29-30　建築設計

H30　　　 事業用地取得

R01-02　 造成工事
　　　　　　 建築工事

R03　　　　開所予定
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海
洋
性

 

野
外
活
動
機
能

 

子
ど
も
支
援
機
能

 

（
復
興
教
育
等
）

 

ス
ポ
ー
ツ

 

合
宿
機
能

 

集
団
宿
泊
機
能

 

防
災
拠
点
機
能

 
（
防
災
教
育
・情
報
発
信
）

 

野
外
活
動
セ
ン
タ
ー

 

基
本
機
能

 

研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
・
イ
ベ
ン
ト
等

 

連
携
等

 

整
備
目
的
（Ｈ

2
9.

2
）の
達
成

 

  ①
青
少
年
の
健
全
育
成
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県
民
生
活
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向
上

 

  ③
防
災
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・
い
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だ
遊
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・
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養
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O
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漁
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の
民
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験
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等

 

・
テ
ン
ト
泊

 

・
野
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・
ウ
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ー
ク
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・
キ
ン
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・
シ
ャ
フ
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ボ
ー
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・
ユ
ニ
ホ
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・
ボ
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・
東
日
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大
震
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波
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・
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遺
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り
部
ツ
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復
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教
育
副
読
本
関
連
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大
船
渡
市
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前
高
田
市
街
並
み
見
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・
漁
業
に
携
わ
る
方
の
お
話

 
 

 
 
等

 

・
テ
ニ
ス
（硬
式
。
軟
式
）

 

・
野
球

 

・
ソ
フ
ト
ボ
ー
ル

 

・
バ
レ
ー
ボ
ー
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・
バ
ス
ケ
ッ
ト
ボ
ー
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・
サ
ッ
カ
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等

 

・
グ
ラ
ウ
ン
ド
ゴ
ル
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・
ペ
タ
ン
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・
フ
ラ
イ
ン
グ
デ
ィ
ス
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等

 

・
防
災
体
験
学
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・
避
難
所
開
設
ゲ
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・
災
害
発
生
時
の
シ
ミ
ュ
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ー
シ
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ン
学
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・
段
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ー
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て
体
験

 
 
等

 

・
親
子
自
然
体
験
事
業

 

・
子
ど
も
会
行
事
の
支
援

 

・
出
前
講
座
（ニ
ュ
ー
ス
ポ
ー
ツ
・
創
作
活
動
）の
実
施

 

・
施
設
開
放
イ
ベ
ン
ト

 

・
各
種
ス
ポ
ー
ツ
教
室
の
開
催

 
 
等

 

研
修
バ
ス
🚌

の
活
用

 

 
海
洋
性
プ
ロ
グ
ラ
ム

 

 
野
外
活
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
 

 
ニ
ュ
ー
ス
ポ
ー
ツ
体
験
 

 
競
技
ス
ポ
ー
ツ
 

 
生
涯
ス
ポ
ー
ツ

 

 
復
興
教
育

 

 
防
災
教
育
 

 
そ
の
他
、
イ
ベ
ン
ト
等

 

・
東
日
本
大
震
災
津
波
伝
承
館

 

・
市
町
村
震
災
関
連
施
設

 

・
県
教
育
委
員
会

 

・
語
り
部

 
 
等

 

・
陸
前
高
田
市
、
大
船
渡
市

 

 
 
教
育
委
員
会
、
防
災
担
当
課

 
 

 
等

 

・
中
体
連

 

・
高
体
連

 

・
各
種
競
技
団
体

 
等

 

・
広
田
湾
漁
協

 

・
広
田
地
域
住
民

 
等

 

・
広
田
地
区
ｺ
ﾐｭ
ﾆ
ﾃ
ｨｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

 

・
近
隣
市
町
村
教
育
委
員
会
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令和２年度

各課・各公所主要施策

岩手県教育委員会事務局生涯学習文化財課
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令和２年度の施策に係る概要 

                    公所名 岩手県教育委員会事務局学校調整課 

                    説明者 職名 総括課長 氏名 木村 克則 

１ 重点施策について(重点事項や前年度からの改善点等） 

項 目 内 容 

いわての復興教育

の推進  

・「岩手の復興・発展を支えるひとづくり」を目指し、本県独自の教育プログラム等に基づき、各

学校の実情に応じて「いわての復興教育」を推進する。 

・「いわての復興教育スクール<沿岸>」（25 校 ）と「いわての復興教育スクール<内陸>」（14

校）を推進校として指定。学校・家庭・地域が連携・協働し、児童生徒の発達段階や各学校・

地域の実情に応じて「いわての復興教育」を推進する。 

・改訂した「いわての復興教育」副読本「いきる かかわる そなえる」を県内全ての公立

学校で活用し教訓を語り継ぐ取組や防災教育の充実を図る。震災の教訓等を語り継ぎ「いわ

ての復興教育」を県内外に発信するため児童生徒実践発表会を行う。 

幼児児童生徒の心

のサポートの充実  

・東日本大震災津波による被害が大きかった地域をはじめ、全県域においてスクールカウン

セラー等の配置、「心とからだの健康観察」の実施・活用、「心のサポート研修」に

よる教員研修の３点を柱として、幼児・児童・生徒の心のサポートに引き続き取り組む。 

いじめ問題対策 ・いじめ問題への組織的かつ実効的な取組、自殺予防、関係機関との連携、児童生徒による

取組の推進等いじめ問題への対応に係る教員研修の充実や「いじめ問題解決支援チ

ーム」の派遣等に取り組む。 

 

２ 事業計画について（重点事業２～３） 

領 

域 
事 業 名 趣 旨・内 容 期日・期間 対象・人数 

い
わ
て
の
復
興
教
育
の
推
進 

い わ て の 復 興
教育推進事業  

・いわての復興教育スクール（沿岸） R３.２.15 まで 小１、中３、県立９ 

・交流学習スクール 小１、県立４ 

・震災学習列車活用スクール 小４、中１、県立２ 

・学校防災アドバイザー派遣事業  全公立学校 

・「震災の教訓を未来に語り継ぐ期間の設定  R３.３月まで随時 

・児童生徒実践発表会 R３.２.３ ６～８校 

学校安全総合
支援事業 

・いわての復興教育スクール（内陸） R３.２.15 まで 小６、中５、県立３ 

・学校防災アドバイザー派遣事業  全公立学校 

・岩手県防災教育研修会【中止】 R２.６.９ 管理職・主任層、市
町村防災担当者等約
200 名 

教
育
相
談
体
制
の
充
実 

ス クールカウン
セラー(SC)等配
置事業 

・ＳＣの重層的な配置を行い教育相談体
制の一層の充実を図る。 

Ｒ２.４月～Ｒ３.３月  幼・小・中・高・特の幼
児児童生徒 

スクールソーシ
ャルワーカー (S
ＳW)配置事業 

・各教育事務所にＳＳＷを配置 し、児童
生徒が置かれている環境の改善に関する
支援を強化する。 

Ｒ２.４月～Ｒ３.３月  小・中の児童生徒 

スクールソーシ
ャ ル ワ ー カ ー
(SSW)の派遣 

・県立学校へＳＳＷを派遣し児童生徒の
環境の改善に関する支援を行う。 

Ｒ２.４月～Ｒ３.３月  県立学校の児童生徒 

心 とからだの健
康観察 

・児童生徒一人一人のストレス・トラウマ反応
の経年変化がわかる資料を提供する。 

毎年８月～９月  小・中・高・特の全児
童生徒 

心のサポート研
修 

・各校や教育委員会等で、ＳＣ等を講師とし
て心のサポート研修パッケージの内容
で教員研修を行う。 

Ｒ２.４月～Ｒ３.３月  小・中・高・特の教員 

い
じ
め
問

題

対

策 

教員研修 ・いじめ防止等に係る全校悉皆の特別研修
を実施する。（※今年度はコロナウイルス感
染症対策により中止） 
・教育事務所のいじめ問題に係る研修  

R２.５月  
 
 
Ｒ２.５月～11 月  

小・中・高・特の教員 
 
 
小・中の教員 

「いじめ問題解
決支援チーム」
の派遣 

・各学校等の解決困難ないじめ事案に、専
門的な知見からの助言等を行い、重大事
態の発生を防ぐとともに、いじめ問題への
組織的対応力の向上を支援する。 

Ｒ２.４月～Ｒ３.３月  小・中・高・特及び 
市町村教育委員会 

 

資料 ２ 
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令和２年度の施策に係る概要 

                   公所名 岩手県教育委員会事務局学校教育課  

                   説明者 職名 総括課長 氏名 中川 覚敬  

１ 重点施策について(重点事項や前年度からの改善点等） 

項 目 内 容 

確かな学力の育

成 

・児童生徒の確かな学力を育むため次の具体的な取組を進める。 

① 教科横断的な取組を行うためのカリキュラム・マネジメント 

② 授業改善に活用できる諸調査の分析 

③ 家庭学習の内容の充実と習慣化 

④ 日常的な互見授業も含めた授業研究の活性化 

・昨年度に引き続き「地域とともにある学校づくり推進フォーラム」

の機会を通じて、学校と地域・家庭の連携や家庭学習の意義などにつ

いて啓発を図る。 

地域との協働に

よる高校教育改

革 

・各高校が総合的な探究の時間等において、地域と連携しながら地域

の課題を発見・解決する取組を通して、地域への理解を深めるととも

に生徒一人一人の課題解決能力を養う。 

 

２ 事業計画について（重点事業２～３） 

領 域 事 業 名 趣 旨・内 容 期日・期間 対象・人数 

 

確かな

学力の

育 成 

「岩手県ＰＴＡ

リーダー研修

会」での説明 

 学校と家庭・地域との連携

による家庭での学習習慣の確

立や、学力向上に関する共通

理解を図る。 

令和２年度

は中止 

（感染症防

止対策のた

め） 

県内６地区の

保護者・教育

関係者等 

 

新 

学 

習 

指 

導 

要 

領 

へ 

の 

対 

応 

 

指導と評価の一

体化に係る説明

資料の作成及び

配布 

新たな学習指導要領の全面実

施（Ｒ２:小、Ｒ３:中）に対

応し、その趣旨・内容及び指

導と評価の一体化のあり方等

について県内教員の理解を深

める 

Ｒ２.４月 

～Ｒ３.３月 

公立小・中・

義務教育学校

教員及び市町

村教育委員会

関係者 

高等学校新学習

指導要領説明会

及び関連する各

種研修等の実施 

Ｒ４年度入学生から年次進行

で実施される新たな学習指導

要領に対応し、その趣旨・内

容及び具体的な学習指導の改

善のあり方等について県内教

員の理解を深める。 

Ｒ２.４月 

～Ｒ３.３月 

公立高校教員 

地域と

の協働

による 

高校教

育改革 

「地域との協働

による高校改革

推進事業」の推

進等 

モデル校への支援と県内への

情報共有等を通じ、高校にお

ける地域課題の解決等に向け

た探究的な学習を一層推進す

る。 

Ｒ２.４月 

～Ｒ３.３月 

各県立高校 

 

資料 ３ 
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令和２年度の施策に係る概要 

                       公所名 保健体育課         

                       説明者 総括課長 清川 義彦    

１ 重点施策について(重点事項や前年度からの改善点等) 

項 目 内 容 

健やかな体の育成 ○豊かなスポーツライフに向けた学校体育の充実 

○適切な部活動体制の推進 

○健康教育の充実 

学びの基盤づくり ○安心して学べる環境の整備 

 

２ 事業計画について（重点事業２～３） 

領 域 事 業 名 趣 旨・内 容 期日･期間 対象･人数 

豊かな

スポー

ツライ

フに向

けた学

校体育

の充実 

① 希 望 郷 い わ

て 元 気 ・ 体 力

アップ 60 運動 

 

・一日に合わせて 60 分以上運動

（遊び）やスポーツに親しむ運

動習慣の形成に向けた家庭・地

域と連携した環境づくり 

・一日に 8000 歩の活動量を目指し

た「ステップ 8000!」の実施  

通年 幼稚園 

小学校 

中学校 

義務教育学校 

高等学校 

特別支援学校 

②オリンピック・

パラリンピック・

ムーブメント全国

展開事業 

・生涯にわたりスポーツに親しむ

ことを目指し、運動・スポーツ

との多様な関わり方を学ぶため

のオリパラ教育の推進  

７～１月 推進校 

小学校  7 校  

中学校  8 校  

高等学校 1 校 

適切な

部活動

体制の

推進 

③ 部 活 動 連 絡

会等支援事業 

・教職員、保護者、外部指導者の

指導方針の共通理解を図るため

の「部活動連絡会」開催の周知 

５～２月 中学校 

義務教育学校 

高等学校 

④ 部 活 動 指 導

員配置事業 

 

 

・市町村立中学校等の部活動指導

員配置に係る経費を負担すると

ともに県立学校の部活動指導員

に対する研修を実施 

通年 市町村 

高等学校 

 

 

⑤ 中 学 生 ス ポ

ー ツ ・ 文 化 活

動に係る研究 

・今後の生徒本位の部活動を含め

た有意義な中学生のスポーツ・

文化活動の在り方についての提

言の取りまとめ 

通年 中学校 

義務教育学校 

健康教

育の充

実 

⑥肥満予防 ･改

善取組の推進 

・児童生徒やその保護者が楽しく

「運動習慣」「食習慣」「生活習

慣」を身に付けるための肥満予

防・改善指導資料の効果的な活

用の促進  

通年 小学校 

中学校 

義務教育学校 

高等学校 

特別支援学校 

⑦ が ん 教 育 総

合支援事業 

・発達段階に応じた指導の工夫や

外部講師の効果的活用により、

体育・保健体育科を中心とした

教育活動全体で取り組むがん教

育の推進  

７～２月 小学校 

中学校 

義務教育学校 

高等学校 

特別支援学校 

安心し

て学べ

る環境

の整備 

⑧ 学 校 安 全 担

当者研修会 

・主に防犯を含む生活安全と交通

安全の領域、学校事故防止に関

して、学校安全の中核となる教

職員等の研修の充実を図り、学

校安全に取り組む組織体制を構

築するために実施 

６月４日 

（中止） 

幼稚園 

小学校 

中学校 

義務教育学校 

高等学校 

特別支援学校 
 

資料 ４ 
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令和２度の施策に係る概要 

                              （公所名）岩手県立生涯学習推進センター    

                              （説明者）所長  久  慈    孝     

 

１ 重点施策について(重点事項や前年度からの改善点等） 

項 目 内 容 

領域(1)  

学習情報提供・ 

学習相談 

○ＨＰ「まなびネットいわて」のコンテンツの更なる充実と最新情報の提供、メルマガ配信数の

増加に取り組み、広報紙及び電話対応と併せて、多様な情報提供と相談対応を行う。 

領域(2) 

調査・研究の推進 

○地域づくりにおける学習活動と地域活動の関係性及び市町村における障害者の生涯学習に係る

実践的事業について調査研究等を実施し、「地域づくりにおける社会教育の意義」と「障がい

者の生涯学習推進のあり方」の提案を行う。 

領域(3) 

指導者の養成・ 

研修の充実 

○市町村社会教育・生涯学習関係職員のほか、首長部局に移管した地区センター職員、他部局職

員等の資質の向上を図る。 

○地域で支える効果的な子育て支援のあり方を学ぶことにより家庭教育担当職員及び子育て支援

関係者の資質の向上を図る。また、行政担当部局間及び支援団体関係者のつながりづくりに努

める。 

○地域の実情に応じた防災のあり方及び避難・避難所運営の留意点を学ぶことにより市町村関係

職員・地域づくり団体職員・学校関係者の防災に係る資質の向上を図る。 

２ 事業計画について（重点事業２～３） 

領 域 事 業 名 趣 旨・内 容 期日・期間 対象・人数 

領域(1)  

学 習 情 報

提 供 ・ 学

習相談 

ホームページの管

理運用 

・HP「まなびネットいわて」による常に新鮮で

有益な生涯学習情報の発信 

※R2 目標：年間総アクセス数 79,000 件 

（R1 実績 88,165 件  前年度比+12,122 件） 

年間 県民 
相談対応の充実 ・子育てに関する電話相談・メール相談、生涯

学習・社会教育に関するマナビィコールによ

る支援 

情報提供の充実 ・いわてマナビィマガジン（月 2 回程度） 

・すこやかメルマガ（月 4 回） 

・生涯学習情報（年 4 回） 

領域(2) 

調 査 ・ 研

究の推進 

調査研究事業 ・「地域づくりにおける社会教育的意義に関す

る研究」（2/2 年次） 

・「障がい者の生涯学習推進のあり方に関する

研究」（1/2 年次） 

研究発表会 

R3.2/4～2/5 

生涯学習・社会教

育、地域づくり関係

者100人 

領域(3) 

指 導 者 の

養 成 ・ 研

修の充実 

(1) 人づくり・地

域づくり関係職

員等研修講座 

(1) 社会教育の推進及び人づくり・地域づくり

に携わる地区センター・公民館職員(他部局

職員も含む)等の資質向上を図る研修会 

 

盛岡：8/21 

中部：7/10 

県南：10/9 

沿南：12/1 

宮古：7/30 

県北：11/12 

関係行政職員・

関係団体職員等 

各 15～35 人 

(2) 子育て支援活

動交流会 

(2) 子育て支援・家庭教育支援にあたる担当職

員及び子育て支援関係者の資質向上とネット

ワーク形成を図る研修会 
8/25 

家庭教育担当行

政職員・子育て

支援団体関係者

等 45 人 

(3) 地域安全防災

研修会 

(3) 市町村関係職員・地域づくり団体職員・学

校関係者が地域における防災のあり方及び避

難・避難所運営の留意点等を学ぶ研修会 
10/6 

行政関係職員、

地域づくり団体

職員、学校関係

者等 35 人 

 

資料 ５ 
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令和２年度の施策に係る概要 

                        公所名  岩 手 県 立 図 書 館   

                         説明者  館長 小田島 正明   

１ 重点施策について(重点事項や前年度からの改善点等） 

項 目 内 容 

(1) 図書館機能

の充実 

(2) 資 料 の 収

集、整理、保

存及び活用 

(3) 相談機能の

維持・充実 

(4) 学習機会の

提供と読書活

動の奨励 

(5) 市町村支援

及び連携 

(6) 関係団体等

との連携 

指定管理者との連携協力、図書館協議会の開催、アンケート等によ

る利用者ニーズの把握と多様なサービスの提供、職員の資質向上 

郷土資料の重点的収集・整理と保存用のデジタル化、講座の開催に

よる郷土資料の活用、東日本大震災津波関連資料を収集しての情報発

信とともに、関係機関と連携した活用を実施 

県民の地域課題の解決等に向けたレファレンスサービスの提供、レ

ファレンス事例や郷土資料に関するデータベースの充実 

資料を活用した企画展等による学習の動機付け、本県独自の読書週

間における標語及び手づくり絵本の募集、読書サークル等への資料貸

出しや読み聞かせ会の実施 

協力貸出・レファレンス、市町村立図書館の新設等に向けた支援、

図書館等職員を対象とした各種研修、共同での調査研究  

県の図書館協会や読書推進運動協議会を通じた連携、美術館等他の

社会教育施設との連携、アイーナ内施設等との連携 

 

２ 事業計画について（重点事業２～３） 

領 域 事 業 名 趣 旨・内 容 期日・期間 

適切な

図書館

運営と

利用者

サービ

スの向

上 

図書館資料の

収集と活用 

１ 望ましい蔵書構成を目指した計画的な資料収集 

２ 各種事業やレファレンスによる資料の有効活用 
通年 

郷土資料・震

災資料の網羅

的収集と活用 

１ 古文書等の解読、デジタルアーカイブ化の推進 

２ 郷土資料講座の開催 

３ 東日本大震災津波関連資料の収集と活用  

通年 

利用者サービ

スの向上 

１ レファレンスの充実 

２ 企画展等各種イベントの開催  
通年 

県民の

読書活

動の促

進 

読書週間によ

る読書活動の

促進 

１ 読書週間関連イベントの開催 

(1) こどもの読書週間(全国) ４月23日～５月12日 

(2) 読書週間(全国)        10月27日～11月９日 

(3) 岩手の読書週間        ２月１日～２月14日 

２ 読書推進標語及び手づくり絵本の募集・表彰 

３「読書をすすめるつどい」(表彰・講演等)の開催 

 

左記期間中 

左記期間中 

左記期間中 

６月～２月 

２月６日(土) 

市町村

立図書

館等へ

の支援

と連携

の推進 

訪問等による

支援 

１ 訪問による図書館運営状況の把握・助言・支援 

２ 相互貸借や団体貸出等による支援 

４月～11 月 

通年  

職員の育成 

１ 県図書館協会との連携による各種研修の実施 

(1) 新任図書館長等研修会【コロナ対策により中止】 

(2) 初任職員研修会【コロナ対策により中止】 

(3) 中堅職員研修会【コロナ対策により中止】 

(4) 専門研修（全３回） 

(5) 図書館職員･図書館協議会委員合同研修会 

２ 図書館等職員による調査研究の共同実施  

 

４月24日(金) 

６月上旬頃 

７月中旬頃 

９月18日他 

10月下旬頃 

９月～２月  

教育事務所等

への支援及び

学習の場の提

供等 

１ 個別相談への対応 

２ 教職員・ボランティア研修等への講師派遣 

３ インターンシップ（高校生・大学生）や教員10

年研修等の受入れ  

通年 

 

資料 ６ 
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令和２年度の施策に係る概要 

                              公所名   岩手県立博物館  

                              説明者 副館長 千田 貴浩  

１ 重点施策について(重点事項や前年度からの改善点等） 

項 目 内 容 

(1) 調査研究活動の

推進と効果的な資料

収集活動 

・本県の自然史・文化史の拠点として、調査研究活動について積極的に関

係機関と連携し、質的向上を目指す。 

・本県の自然や人間の営みの証拠となる資料の収集活動を効果的に行い、

貴重な知的県民財産を次世代へ確実に継承する。 

(2) 県民ニーズを踏

まえた常設展示や魅

力ある展覧会の開催 

・調査研究活動の成果や資料収集の状況を発表し、県民の生涯学習等を積

極的に支援する。 

・魅力ある展示活動を推進し、多くの来館者の増加に繋げる。 

(3) 学校教育と博物

館との連携強化など

教育普及活動の充実 

・各種学校との連携事業の実施により、小中高等学校への学習支援を促進

する。 

・県内の全学校に対するイベント情報の提供などによって博物館の利用に

繋げ、一層の博学連携の強化に努める。 

(4) 文化財の救出及

び保存・管理体制の

構築 

・陸前高田市で被災した博物館資料の復興に向けて、長期的な支援を継続

する。 

・令和２年度で国の震災復興・創生期間が終了となるが、引き続き、現在

の支援事業のスキームが継続されるよう国に要望していく。 

(5) 新型コロナウイ

ルス感染拡大防止の

取組 

・県の感染症対策の基本方針を踏まえ、各種事業の実施方法を見直しなが

ら必要な措置を講じてお客様へのサービスを提供していく。 

２ 事業計画について（重点事業２～３） 

領 域 事 業 名 趣 旨・内 容 期日・期間 対象・人数 

展 示 活

動 

テーマ展 

「個性派役者勢

揃い～岩手の操

り人形～」 

 江戸から明治、そして現在と、各地で

盛んに興行され、大衆娯楽の一時代を築

いた操り人形について紹介する。 

令和２年 

９月 26 日（土） 

～11 月 23 日 

（月・祝） 

県民 

テーマ展 

「いわての政治

物語－幕末・明

治・大正－」 

 本県の高い政治的関心を涵養してきた

土壌について、岩手がかかわった「三閉

伊通一揆」、「戊辰戦争」など四つの大き

な政治的事象を時代ごとに追いながら紹

介する。 

令和２年 

12 月 16 日（水） 

～２月 14 日

（日） 

県民 

テーマ展 

「縄文いわての

環状列石」 

近年、岩手の沿岸部で発見された西平

内Ⅰ遺跡を中心に、縄文時代中期末から

晩期にかけてつくられた環状列石、配石

遺構について紹介する。 

令和３年 

３月 23 日（火） 

～５月５日

（水） 

県民 

教 育 普

及活動 

講 演 会 ・ 講 習

会・観察会等の

開催、学校教育

との連携事業 

 県民の学習意欲の高揚のため各種講演

会等を開催するとともに、学習効果が上

がるよう学校教育との連携事業を実施する。 

(1) 文化講演会、地質・自然観察会、

県博日曜講座等の実施 

(2) 教材用資料の貸出、たいけん教室

等の実施 

随時 県民 

受 託 事

業 

科学分析保存処

理受託事業 

 東日本大震災で被災した資料の安定化

処理・抜本修復を引き続き実施する。 

通年 陸前高田市

立博物館 

自 主 事

業 

博物館まつり  多くの方々に博物館をより身近に感じ

てもらえるよう様々なイベントを実施する。 

※規模を縮小した代替イベントを実施す

る方向で検討中 

10 月 11 日

（日） 

県民 

※新型コロナウイルス感染拡大防止のため、事業の中止又は変更の可能性あり。 

資料 ７ 
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令和２年度の施策に係る概要 

                        公所名  岩手県立美術館  

                    説明者 職名 副館長 氏名 小笠原 誠  

１ 重点施策について(重点事項や前年度からの改善点等） 

項 目 内 容 

１ 県民の共通

財産としての

将来への継承 

 

 

 

 

 

２ 調査・研究

活動等の推進

による本県評

価の向上 

 

 

３県民が等しく

鑑賞・参加・

創造できる環

境の整備 

１ 県民のニーズに沿った岩手県らしい、高い集客性が見込める企画

展等を開催し、多くの県民に国内外の優れた美術作品鑑賞の機会を

提供し、県民の文化芸術に対する理解を深める。また、各展覧会に

関連付けた講座等を実施し、県民の文化芸術に対する興味・関心を

高める。 

（1）企画展及び常設展の観覧者数（58,000 人）の達成 

（2）教育普及事業の参加者数（13,600 人）の達成 

(3) 来館者の総合満足度 85％以上の達成 

２ 芸術文化振興の拠点的機能を担う施設として、スタッフの人材育

成・力量向上を図り、美術品の収集、調査・研究、展示・普及活動

等を総合的に推進する。  

(1) 美術品の計画的な収集、修復保存 

(2) 調査・研究成果等に基づく岩手発の独自企画展開催 

(3) 計画的な美術史研究や新規の教育事業開発の推進 

３ 県民が優れた美術品の鑑賞や制作活動を体験できるよう環境を整

備する。 

(1) 効果的で訴求力のある広報活動の展開 

(2) 県民ニーズに沿った魅力ある自主事業の実施 

 (3) 収蔵作品データの公開利用の推進 

 

２ 事業計画について（重点事業２～３） 

領 

域 
事 業 名 趣 旨・内 容 期日・期間 対象・人数 

展 示

事業 

１ 企画展 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 常設展 

１ 企画展開催 

（1）ムーミン展（中止） 

（2）Human and Animal 土に吹き

込まれた命（中止） 

（3）小さなデザイン駒形克己展 

（4）東山魁夷 唐招提寺御影堂

障壁画展 

（5）唐武と芸術写真の時代 

（6）アートフェスタいわて 2020 

２ 常設展開催 

 

4/11～5/31 

 

6/13～8/23 

9/5～11/3 

 

11/14～12/27 

1/16～2/14 

2/27～3/21 

第 1～4 期 

 

一般 

  

教 育

普 及

活 動

事業 

１ 展示関連 

２ 美術普及 

３ 教育連携 

４ 来館者対応 

１ ギャラリートーク、関連講座等 

２ スタジオプログラム、美術講座等 

３ 出前授業 

４ 一般団体、学校団体  

通年 一般 

 *内 容 に よ

り対象限定  

自 主

事業 

１自主事業 １ 美術館まつり 

２ コンサートほか 

11/3 

８回 

一般 
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令和２年度の施策に係る概要 
                         公所名 岩手県立県南青少年の家 
          説明者 （公財）岩手県スポーツ振興事業団 事務局長 宮 昌隆 
 
１ 重点施策について(重点事項や前年度からの改善点等） 

項 目 内 容 

１ 主催事業・ 
研修活動の 
充実 

 
 
 
 
 
 
 
２ 利用の促進 
 
 
 
 
 
３ 環境の整備 

・充実（安 
全確保） 

（１）子育てに関する学習機会の提供 
・主催事業「かるがも親子体験教室」の参加家族を対象とした
家庭教育に関する講演会や学習会、交流会等の実施 

（２）近隣市町村の施設や社会教育関係団体との連携による魅力的な
事業、プログラムの展開 

   ・県立花卉センター、農協、読書推進団体等と連携した農業体
験、読書活動などの実施 

   ・奥州市カヌー愛好会、千貫石森林公園などの連携・協力団体
のデータベース（リスト）作成 

 
（１）ホームページ、facebook の活用 
（２）高校生、大学生など青年を対象にした野外活動案をチラシにま

とめ所報とともに配布（高校・大学等へのアプローチ） 
（３）小・中学校の防災教育として「災害に対応する力を育むプログ

ラム」を提案。新たな利用を模索 
 
（１）幼稚園、保育園、幼児連れの利用者に対応する踏み台や簡易子

供用トイレなどの取り外しができる設備の充実 
（２）建物・設備の老朽化に伴う計画的な整備と係る県との協議 

 
２ 事業計画について（重点事業２～３） 

領 域 事 業 名 趣 旨・内 容 期日・期間 対象・人数 

受 託 自然ワンダー
クラブ 

異年齢で構成される集団
が，さまざまな活動を体験
することにより，自然や岩
手の風土についての考えを
深め，仲間・自然･岩手を大
切にしようとする心を育て
る。 
＜内容＞ 

年間登録制 
同じ集団で１泊２日の体

験を年４回実施。※注１ 

①  5 月 30 日(土)～31
日(日) 

②  8 月 22 日(土)～23
日(日) 

③  10 月 3 日(土)～4
日(日) 

④  1 月 16 日(土)～17
日(日) 

小学４年～
6 年まで 

２０人 
※注２ 

受 託 水と緑のフレ
ンドシップ 

異年齢で構成される集団
の中で野外活動を通して，
主体的に活動し，たくまし
く生きようとする心を育成
する。 
＜内容＞ 

他施設との連携による野
外活動 

7 月 26 日(日) 
～30 日（木） 
 
 

小学５年～
中学生まで  
２０人  
※注２ 

受 託 新事業 
 
かるがも親子
のクリスマス 

これまでの事業を「子育
て を す る 仲 間 づ く り の 促
進」に重点をおいて新たに
実施する。  
＜内容＞  

講演会、保護者学習会、
交流会  

12 月 12 日(土)～
13 日(日) 
 

小学 1 年～
３年生の子
どもをもつ
家族  
24 家族  

60 人 

※注１ 新型コロナウィルス感染症拡大防止のため第１回目は中止 
※注２ 新型コロナウィルス感染症拡大防止のため定員減 

資料 ９-１ 
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令和２年度の施策に係る概要 

                      公所名 岩手県立陸中海岸青少年の家  

           説明者 （公財）岩手県スポーツ振興事業団 事務局長  宮  昌隆  

 

１ 重点施策について(重点事項や前年度からの改善点） 

項   目 内    容  

１ 主催事業・ 
研修活動の 
充実 

 
 
 
 
 
 
 
 
２ 利用の促進 
 
 
 
 
 
３ 環境の整備 
・充実（安全 
の確保） 

（１）地域の復興に合わせた海を利用した活動の拡大 
・山田町教育員会生涯学習課と連携し、海洋スポーツ体験を取り入れた事
業を実施。来年度からの実施に向けて、山田町のオランダ島を活動場所と
した事業を山田町と検討  
・一部学校の研修活動で実施している海での活動を、通常の研修活動とし
て実施できるよう計画 

（２）地域の人材、関係団体等との連携を更に深め、利用者ニーズを踏まえた
新たなプログラムの企画・実施 
・山田町地域おこし協力隊やさんりくリアス・シェアリングネイチャーの会との
連携、事業実施 
 

（１）お客様管理によるリピーターの確保と保育施設（幼児）の利用拡大 
・事業参加者へのダイレクトメールによる各種事業案内 
・幼児期運動プログラム「マリン・キッズ」の継続と「親子ふれあい体操」の新
規プログラムの企画・実施  

（２）ホームページやフェイスブックによる広報の継続 
 

（１）施設、設備の点検強化と安全確保並びに計画的な改修等 
・自主点検等のほか体育施設管理士による点検・指導の実施 
・安全確保の視点に加え防犯面の点検を強化 
・建物・設備の老朽化に伴う計画的な整備と係る県との協議 
・所外での活動(沢、山、海など)における十分な安全対策の実施 
 （避難経路の確認や申込時の説明等） 

 

 

２ 事業計画について（重点事業２～３） 

※ なお、例年実施している「海釣り道場」は、新型コロナウイルス感染症対策により中止（5/2～3） 

領 域 事 業 名 趣 旨・内 容 期日・期間 対象・人数 

受 託 マリンランド陸

中自然体験塾

①海の子野外

教室 

・自然体験活動を通して、思いやりの心

や自然を大切にする心を育み、参加者

相互の交流を図る。 

・海洋スポーツ、いかだ遊び、テント泊、

海釣り、沢登りなど 

8 月 3 日(月) 

～5 日(水) 

小学生 

5・6 年生 

30 名程度 

自 主 ワンダフルネイ

チャー 

兜明神岳登山 

・登山を通して豊かな岩手の自然を味わ

う。 

10 月 17 日(土) 

 

小学生～ 

一般 

30 名程度 

自 主 親子でエンジョ

イ１day 夜釣り 

※鯨 と海 の科

学館と共催 

・夜釣り体験を通して、自然の恵みを味

わい、親子や参加者相互の交流やふれ

あいを深める。 

・堤防釣り、鯨と海の科学館見学、創作

体験など 

11 月 28 日（土） 中学生まで

の 子 ど も を

持つ親子 

７家族 

28 名程度 

資料 ９-２ 
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令和２年度の施策に係る概要 

        公所名 岩手県立県北青少年の家                

        説明者 （公財）岩手県スポーツ振興事業団 事務局長 宮 昌隆 

 

１ 重点施策について(重点事項や前年度からの改善点等） 

項 目 内 容 

１ 主催事業・ 

研修活動の 

充実 

 

 

 

 

 

２ 利用の促進 

 

 

 

 

 

３ 環境の整備 

・充実 

（安全の確保） 

（１）自然環境や施設の特性を生かした研修内容の充実 

・チラシの配布等の周知活動により、小中高のカーリング体験を

推奨 

（２）利用団体の研修目的や活動計画に対応した活動支援の充実 

（３）関連施設・団体との連携による開催事業の充実 

・地域の伝統文化や文化財の研修内容への積極的な取入れ 

（御所野遺跡・浄法寺のうるし工芸・一戸のかご工芸など）  

     

（１）広報活動の強化 

・児童クラブ・子ども会・高齢者団体の勧誘 

  ・コロナ対応で活動を自粛している団体への広報 

・地元ＦＭ放送へのレギュラー出演 

・各小中高へのチラシ配布、来所時の声掛け、ＨＰ等の利用 

 

（１）定期点検（月１回）と日常点検（研修班員や警備員等の巡回）

の結果を踏まえた迅速な修繕対応 

（２）新型コロナウィルス対応として、「消毒手順」や「食堂利用」

のマニュアル作成と利用団体等への協力の呼びかけ 

 

２ 事業計画について（重点事業２～３） 

領 域 事 業 名 趣 旨・内 容 期日・期間 対象・人数 

受託 ジ ュ ニ ア フ
ォ レ ス タ ー
ズ大作戦 

森林に関する学習や体験活動
を季節ごとに行う。地域の伝統
文化や自然を大切にする心を育
み、環境保全の実践意欲を育て
る。登録制 3 回シリーズのキャ
ンプ活動。【１泊２日】 

①６月１４日(日) 
※注１ 

②１０月 ３日 (土 )
～４日(日) 
③１月 ２３日 (土 )
～２４日(日) 

小学校４～
６年生２０
人程度 
 

受託 ウ イ ン タ ー
スクール 

冬季の野外活動を通して、自
然を大切にする心、豊かな感性
や思いやりの心を育み、友達と
協力して活動を楽しむ態度を育
てる。 

２月６日（土）～ 
７日（日） 

小学校１・
２年生２０
名程度 

自主 ス テ ラ パ ル
冬まつり 

施設を無料開放し、日ごろの
利用に感謝するとともに、スケ
ートやカーリング等冬季の様々
な遊びや活動を体験する場を提
供する。 

２月１１日（木） 子どもから
大人まで 
定員なし 

※注１ 新型コロナウィルス感染拡大防止の対応により、内容を日帰りに変更して実施 

資料 ９-３ 
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令和２年度

協議　２
「今後求められる施策の方向性について」

岩手県教育委員会事務局生涯学習文化財課

 

                

 【テーマ】 

   新しい時代の岩手の生涯学習・社会教育 

     ～岩手らしさを生かした 

        生涯学習・社会教育施策の方向性について～ 

 
 

資料 10 
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協議(2)今後求められる施策の方向性 について                                          

 
  
   

 

 

 

 

１ 趣旨 

人生 100 年時代の到来、情報化社会、人工知能（AI）の進展、Society5.0 の実現、働き方改革の推進等

の社会の変化や、多発する大規模自然災害、新型コロナウイルス等の新たな感染症への対応、困難を抱える

家庭、孤立化する若者や高齢者への支援、人口減少に伴う地域づくりなどの課題に直面しているこれからの

時代への対応と、目指す姿に向けて、「岩手らしさを生かした」生涯学習・社会教育をどのように推進して

いくことが望ましいのか議論いただき、本県の生涯学習の振興、社会教育の充実に資する。 

 【新しい時代の捉え方】 

   新しい時代 ＝ 社会の変化や新たな課題 ＋ 目指す姿 

 

２ 協議の進め方ついて 

時期 (R2) ７月 ８月  ９月  10月  11月  12月   (R3)１月  ２月  ３月 

内容 【7/14第１回会議】協議① 

・テーマについて 

（課題の洗い出し含む） 

・「岩手らしさを生かした」について 

【1/25第２回会議】協議② 

・協議①を踏まえた課題の 

    整理に基づく協議 

   ・学びの保障・環境づくりについて（仮） 

時期 (R3) ７月 ８月  ９月  10月  11月  12月  (R4)１月  ２月  ３月 

内容 【R3第１回会議】協議③ 

・協議②を踏まえた 

 協議 

・県の具体方針について 

【R3第２回会議】協議④ 

    ・協議のまとめについて 

    ・今後の課題について 

      

 

３ 協議①（令和２年7月 14日）について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【テーマ】 

新しい時代の岩手の生涯学習・社会教育 

   ～ 岩手らしさを生かした生涯学習・社会教育施策の方向性について ～ 

議事録

HP公開 

「協議の 
まとめ」 

 作成  

HP 公開 

議事録

HP公開 

議事録

HP公開 

○ テーマについて 

＜視点＞ 

・新たなテーマについて、それぞれのお立場から感じること 

・「いつでも どこでも だれでも」学び続ける環境づくりにおける課題 

     ・地域の課題（今後予想される課題含む） 

・目指す姿（いわて県民計画）のために取り組むべきこと  等                 

○ 「岩手らしさを生かした」について 

＜視点＞ 

・岩手の良さ・強み 

     ・岩手ならではの学び 

・今後の可能性         等 



【資料1】「いわて県民計画（2019～2028）」基本目標 

東日本大震災津波の経験に基づき、引き続き復興に取り組みながら、お互いに幸福を守り 

育てる希望郷いわて 
  

【資料２】「いわて県民計画（2019～2028） 第 1期アクションプラン」（生涯学習関連） 

    「いつでも・どこでも・だれでも」生涯を通じて学び続けられる環境づくり 
 

【資料３】本県の人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 
【資料４】本県の生涯学習取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                ※県民生活基本調査より 

【資料５】Society5.0 

  

 

 

 
                                     

 

  

 
 

 

 

                                                    ※内閣府HPより   

 

 2019 2013 

世帯数 52.8万 51.5万 

世帯 

当たり 

人員数 
2.32人 2.55人 

 2015 2010 

単身世

帯割合 
30.4％ 27.4％ 

資 料 

% 

% 

本県世帯数の状況 

※岩手県人口移動報告年報より 

※国勢調査より 


